


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































S.41 19.0%  (2) 中教（0 37.5%
S.44 20.2%  (2) 中教（0 38.8%
S.47 18.7%  (2) 中教(  1 ) 33.5%
S.50 27.4%  (  1 ) 中教(2)  19.5%
S.53 26.8%  ( 1 ) 日書(2)  20.0%
S.56 32.1%  ( 1 ) 大書(2)  16.9%
（出典：『教科書レポート2002JN0.46，80頁』
おわりに
Ｔ社53 年度本の近現代史記述にアイヌ民族関係
記述が登場した理由を整理しておこう。
1 ) 53年度本が全面改訂版であったこと，
２）歴教協の運動の影響を受 けて中央史観などか
ら脱却し民衆史観によって教科書をつくりたい
という思いが編集者のなかに生まれていたこと，
３）そうした思いを具現化できる三つ の条件（文
鄙吝の検定姿勢が以前より弱くなっていたこと；
会社の経営方針が人権教材などを取りいれより
進歩的な教科書にしようというものになってい
たこと；教科書にとりいれても大丈夫なだけの
授業実践があること）がそろっていたこと，
４）北海道が大きな市場であること。
紙数の関係およびインタビュイー確保の関係で，
Ｔ社の場合しかとりあげることができなかった。
他社の場合にもインタビュイーを見つけ，詳しい
話を聞くことは，喫緊の課題である。関係者の記
憶は日々風化しているだろう。
《註》
①　このときの５社とは東京書籍（以下
，Ｔ社），教育
出版（以下，Ｋ社），中教出版（以下，Ｃ社），大阪書
籍（以下
，０社），学校図書（以下，Ｇ社）である。
帝国書院（以下，Ｔ書院）はこのときには中学校社
会科歴史教科書から撤退していた
。日本書籍（以下，
Ｎ社）は昭和59年版になってようやく登場させた。
清水書院（以下，Ｓ社）は，昭和56年度本から欄外
註に他社の本文と同量程度の記述を登場させたが
，
本文
への組み込みは平成２年度本からであった。
②　Ｋ社関係者
へのインタビューは平成18年11月22日
（水）14 : 00から行った。またＴ社関係者へのインタ
ビュ
はー平成18年11月24日（水）9:30から行った。
いずれもおよそ１時間半かかった。Ｔ社の場合には，
最初から最後まで１対１であったが，Ｋ社の方は最
初の15分ぐらい同席者がいた
。ただし，同席者とは
アイヌ民族関係記述についての話はしなか
った。
本論の信頼吐を増すためにはインタビ
ュイーにつ
いてできるだけ精確な情報を読者に与えるべきであ
ろう
。　しかし，インタビュイーの希望によってそれ
はできない
。　したがって，インタビュイーについて
は
，過去あるいは現在の編集関係者としか言えない。
また
，聞き取ったこともすべて使用しているわけで
はない
。インタビュー記録をインタビュイーにみせ，
これをそのまま発表してよいかどうか問い合わせた
ときに発表されては困ると言われた部分があり
，そ
れについては用いていないからである。③　ただし，ここでは主に昭和30年代から50年代のも
のに限る。
④　徳武, 1985　161頁。
⑤　白石・広瀬, 2003　25-26頁；ただし，括弧内は引
用者による。
⑥　
徳武, 1985　247頁。
⑦　時野谷は
，マスコミから「朱光会」の一員だった
というレッテルを貼られた
。それは，皇国史観を唱
導した平泉澄という歴史学者の弟子
，皇国史観の持
ち主と言われたに等しい
。しかし，時野谷自身から
すればそのようなレッテルは
，家永やマスコミによ
るためにするものでしかなかったろう。時野谷には
-
自分の検定は皇国史観などに基づいたものではない，
それは多くの執筆者たちが認めてくれているという
自負があったからである（時野谷1993『最近の教科
書問題について』国民会館，72頁）。
⑧　時野谷, 1993　44頁；ただし，括弧内は引用者。
⑨　徳武, 1995　185頁。
⑩　毎日新聞社, 1982　156頁；ただし，傍点及び括弧
内は引用者。
⑥　出版労連教科書対策委員会, 1995　10頁。
⑩　高倉のこの著作について，蛩膜一は次のように述
べている「麓　1998　F‾蝦夷地第二次直轄期のアイヌ
政策」，北大史学会『北大史学』（38巻), 49頁）。
近世社会とアイヌの関係は，既に多くの研究を有している。
しかし，近世から近代への移行期におけるアイヌ史ないしは
アイヌ政策に関する研究は，いまなお高倉新一郎氏の『アイ
ヌ政策史』を基本的には継承している。
つまり高倉のこの著書は，いまだに大きな影響力
を持つ基本文献なのであり，歴史家が近世のアイヌ
和ー人史の叙述をなすときの基本的な叙述スキー ム
を提供しているのである。
⑩　東書関係インタビュイー から：インタビュー は平
成18年11月24日に実施した。
⑩　出版労連　2002『教科書レポート2002JN0.46，80
頁。
⑩　Ｔ社の市場占有率の伸びを内容だけで論ずること
ができないのは当然である。教科書の場合には，営
業力がものをいうということは常識だからである。
⑩　昭和53年度本の場合でいえば，Ｋ社がおよそ55,000
冊，他方Ｔ社が約22,400幵で，両者の北海道市場に
おける力関係は2.5:1となる。
昭和53年度の採択ではこの２社で，北海道市場の
91.5%を押さえていた。首都圏や政令都市のある府県
を除けば，全県で採択されたとしても１万冊～３万
冊程度であることを考えると，北海道がいかに巨大
市場かわかるだろう。
８－
